戦後日本資本主義の労働力構成 by 高木,隆造
経　営　論　集
30巻2，3，4合併号
1983年　3月
戦後日本資本主義の労働力構成
高　木　隆　造
は　じ　め　に
　本稿は，零細土地所有の農業，膨大な中小企業群，超絶的な新鋭重化学工業の3者の格差構造の
下に存在する戦後における労働力の基本構造と基本規定の分析を課題とする。
　その際の根本的な視角は，戦後日本資本主義とその高度蓄積を新鋭重化学工業の移植・創出とし
　　　　　　　　　（1）て把握することにある。そして，その移植・創出重化学工業を軸とした編成原理の分析こそが枢要
点をなす。それなくしては通常のスタグフレーシヨンに至る時系列的な歴史叙述となるからである。
　しかし，ここでは労働力分析に限定され，その観点から，移植・創出論への確証を与える。同時
に，一切が労働力分析の基準の提示に集中され，詳細な点は後来の課題とされる。
第1章労働力構成上の旋回
　1960年に，就業者中の雇用者構成比は53．9％に達した。雇用者の大部分（2～3％の経営者
層を除いて）は賃労働者であるので，60年を画期として，日本資本主義の労働力構成は新たな段階
に入ったと言いうる（表1）。
　このことは，1955年（以下，年代は全て西暦で表示し，同時に二桁で表示。例えば1955年は55
年に）以降の戦後重化学工業化の成果であることはすでに自明のことであろう。と言つても，この
戦後重化学工業化の過程は，戦前重化学工業の達成蓄積水準の上に，それに基づいて蓄積を重ねる
ことによつてなされていったものでなかった点に注目されたい。実は，この点が本稿の論理の枢要
点をなし，叙述の中で，労働力構成のべ一スの上で確証されねばならないことであることは前述の
通りである。
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表1　地位別就業者割合
（％）i・94・年1・9471・95・1・9551・96・【・9651・97・1・9751・98・
自　営　業　主　（A）
（内農業）
家族従業者（B）
（内農業）
①
（
者?????雇
A十B十C
農業就業者
26．2
（14．3）
31．9
（26．1）
41．9
（16．7）
100．0
41．5
24．7
（15．0）
38．9
（33．7）
36．4
（12．5）
100．0
49．8
26．1
（14．9）
34．4
（28．　9）
39．5
（12．3）
100．0
45．3
23。9
（12．7）
30．3
（24．1）
45．8
（14．5）
100．0
37．9
22．1
（11．2）
24．0
（18，2）
53。9
（18．8）
100．0
30．0
19．7
（9．3）
19．5
（13．2）
60．　8
（21．1）
100．0
22。9
19．4
（7．7）
16．4
（9．9）
64．2
（22．0）
100．0
17．8
17．4
（5．7）
12．7
（6．7）
69．9
（21．4）
100．0
12．6
16．9
（4．5）
11．3
（5．0）
71，8
（20．・1）
100．0
9．　7
出所：各年10月1日現在の「国勢調査」より筆者算出
　ひとまずその指標として図1に示された粗鋼生産高の推移と表2の主要資本主義国の鉱工業生産
指数に注目されたい。ここで見い出されるのは，欧米の諸国には類例を見ない高テンポで蓄積が進
行したことである。戦前のなり振りかまわぬ重化学工業化の40年でさえ近代工業の基礎をなす粗
鋼生産の国際比較でイギリスの％，ドイツ・ソ連の％，アメリカの％という低水準であったこと。
そしてそれからわずか35年後の75年には，日本を100として，イギリスは19．3，　ドイツは39，5
であり，EC　9ケ国合計でようやく122．4となり，ソ連の134，アメリカの103．4にせまる水準へ
と旋回したこと。日本と比肩することのできるのは，ソ連，アメリカ，そしてECの総計であり，
それらはいずれも生産力の「大陸的集積」をもって存在すること。以上の「大陸的集積」にこの極
東の島国，それも資本の祖国ヨーロッパから百年の歴史的段階差の中で資本主義を創生した日本が
迫まるという戦後の事態は，ひとえに戦前の蓄積に自生的に蓄積を重ねた結果では決してなく，戦
後に新たな資本制が，戦前来の蓄積水準に適合的な経済的要求の水準をこえて強力に移植・創出さ
れた結果だと言うほかはない。
　戦前の低位の軍封構成の解体，そして55年以降の新資本主義の創出とその高度蓄積，この敗戦
を含む一過程の労働力構成上の表現を次に見ておこう（表3）。
　まずは，戦後高蓄積の基盤となることもなく，戦前の繊維基軸の構成を崩壊へと導びいた戦時重
化学工業化の限界についてである。
　工業労働力構成の推移に関して，第1に，重化学工業労働力シェアーは，戦前の24年に22．5％，
30年に22．4％の水準であったのが，戦時重化学工業化が開始されるや，40年に45．7％，44年
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表2　戦後日本資本主義創出指標
　　　　　　　　　　　　鉱工業生産指数（1953年電100）
日　　本 アメリカ ドイ　ツ イタリア
1937年
48
50
55
60
65
70
75
79
73
38
55
116
262
458
936
1029
1369
46
78
84
106
119
161
192
209
270
81
40
87
129
180
246
316
332
395
61
62
79
120
182
255
364
393
487
出所：宮崎犀一他編「近代国際経済要覧』東大出版会　1981年104p表より筆者整理
には64．7％へと異常な急増振りを示した点が注目される。それも30年の段階には労働力の過半
が農林漁業就業労働力であり，工業労働力はわずか16％でしかなく，そしてその工業労働力の40
％近くが繊維労働力であった段階からわずか10数年で重化学労働力が工業労働力の過半を制し65
％ほどに達するのである。以上のことは，戦時重化学工業化が総力戦体制の構築という世界史的
な圧力に強制された，己れの力量に似つかわしくない所行であったことの表現とは言えまいか。
　この過程を同じ敗戦の国，ドイツと比較して見よう。24年に日本の重化学工業労働力比は20％
台であったのに対し，ドイツは25年に42．6％と相当の労働力の集積を達成しており，それを基
盤に39年に50％，戦争末期の44年に68．8％に達した。日本の22．5％から64．7％への転
身とドイツの42，6％から68．8％への増大，等しく60％台という総力戦体制参加の重圧を受
けているとはいえ，この圧力は明らかに日本の力量に似つかわしくないものと言えよう。このこと
に，25年に農林漁業労働力が31．5％，鉱工業労働が35．4％になるドイツに対して，日本は30
年に農林漁業労働力が過半を占め，鉱工業労働力はわずか17％という事情が加わるのであるか
ら，総力戦の重圧は日本にとってあまりにも大きすぎたと言わねばならない。
　第2に，総力戦を支える重化学工業そのものの実態について。兵器の素材たる金属工業は，30年
からの増大は40年を転期として減少へと転じていくのに対し，機械工業の方はそれに不つり合に
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表3　製造業労働力構成比推移（就業者ベース）
（・本）【 1930年　1940　　1944　　1946　　1951　　1955　　1960　　1965　　1970　　1973　　1974　　1978
金　　属
機　　械
化　　学
（重化学計）
繊　　維
食　　料
その他
8．3　　　11．0　　　10．1　　　12．7　　　11．5　　　11．7　　　12．9　　　13．2　　　13．8　　　13．9　　　14．1　　　13．5
9．9　　　28．7　　47．2　　29．3　　　18．8　　　18．5　　25．3　　　26．3　　31．2　　　32．1　　31．9　　　31．6
4．2　　　6．0　　　7．4　　　8．2　　　8．0　　　7．2　　　5．7　　　5．4　　　4．5　　　4．3　　　4．5　　　4．2
22．4　　45．7　　64．7　　50．2　　38．3　　37．4　　43．9　　44．9　　49．5　　50．3　　50．5　　49。3
40。9　24．3　　10．0　　15．6　23．8　21．8　　18．0　　16．5　14．4　　9．6　　10．0　　10．7
10。4　　8．3　　4．4　　10．9　　10．9　　12．5　　11．ユ　　11．1　　9．8　　ユ3．9　　13．2　　13．0
26．1　　21．7　　20．9　　27．0　　27．0　　28．3　　27．0　　27．5　　26．3　　26．2　　26．3　　37．0
（…）［ 1925年　1939　　1944　　1950　1970
金　　属
機　　械
化　　学
（重化学計）
繊　　維
食　　料
14．3　　　17．2　　　21．8
18．2　　　25．2　　　38．0
ll：1｝53・・8
3．1　　　7．6　　　9．0　　　8．0　　　9．9
35．6　　50．0　　68．8　　54．6　　63．7
25．9　　　17．5　　　9．6　　　19．3　　　10．4
12．9　　9．5　　5．5　　8．0　　＆9
出所：
日　本　『日本国勢図会・長期統計版』昭和56年
　　　表5－49
ドイツ　25年．70年．杉山清「戦後アメリカの基
　　　礎過程分析」『名城商学』27巻2号1－2表
　　　39．44．50年は南克己「戦後重化学工業
　　　段階の歴史的地位」島恭彦他編『新マル
　　　クス経済学講座』第5巻有斐閣昭和51年
　　　第1－3表一B
【表3の付表】
労働力構成比推移
製　造　業
金
機
（一
?
械
般）
（陸上輸送）
（造 船）
（航空機）
（精 密）
? ?
ツ
1939年1 1944年
100．0
17．2
25．2
（60．6）
（33．5）
（5．9）
100．0
21．8
38．0
（56．1）
：llii｝一
（4．8）
? 本
1930年 1944年
100．0
8．3
9．9
（45，9）
illl／一
（0．7）
100．0
10．1
47．2
（24．0）
：llli｝一
（6．0）
注　（）内は機械工業内構成比
出所：南克己　前掲書　ng　1－3表一Bより整理
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も異常な増大を示している。ドイツの場合，39年から44年に相方とも増大を示した。このことは・
日本の場合，機械工業の巨大さを金属工業が支えきれなかったことを示す。さらに，機械工業自体
の労働力構成の異常さが指摘されよう。総力戦体制とは，己れの重化学工業を基軸とした全工業生
産力動員体制であり，鉄鋼業を主力とする金属工業の生産力展開に盛りたてられて，機械4部問中
の労働手段生産工業たる一般・産業機械工業が展開をとげ，それによって兵器生産が順調になされ
ていくものといいえる。事実，重化学工業独占の国・ドイツの場合，39年から44年にかけて，上
述の金属工業労働力の増加と対応して機械工業労働力が増加したのであり，特に労働手段生産工業
が大宗をなした。44年にはその一般機械・電気機械工業労働力の機械工業内構成比は56．1％，そ
れによって生産される兵器基盤の陸上輸送機・造船・航空機・精密機械の合計が39．1％であり，
労働手段生産工業＝一般・電気機械の興隆に盛りたてられた安定的な総力戦体制が構築されていた。
それに対し，日本の場合，44年に，ドイツとは全く逆に前者が24％，後者が73．8％であって，
労働手段生産工業に盛りたてられることのない兵器基盤工業の実態を示した。ここにも己れの身に
以つかわしくない総力戦体制＝戦時重化工業化のみじめな実体が看取されよう。
　第3に，以上の身の程知らずの極端な重化学工業化は，自分のカに適合的な姿をつきくずすこと
によってしか達成されない。すなわち繊維基軸の労働力構成の解体をなさねばならなかったのであ
る。24年には紡績業労働力のみで工業労働力の52．・4％であり，30年にも41％であった繊維労
働は，40年に24．3％，44年にはわずか10％へと激減した。ここでも25年に26％，39年に
17．5％，44年に日本とほぼ同水準の9．6％への減少を示すドイツの繊維労働力構成比との差異を
看取されたい。すなわち，52．4％から10％への激減と，26％から9・6％への減少との差で
ある。日本における繊維基軸の構成とその労働力構成の崩壊という事態が見い出されるのである。
　以上の3点の事態は身のほど知らずの戦時重化学工業化の実体を示しているが，将に，身のほど
知らずの強行策であるが故に，在来低位の地盤をそのままにして，今もてる全ての力量をかきあつ
めるばかりでなく，その力量以上のことをなしとげようとしたということであって，敗戦を迎える
や，身のほど知らずのカケを行なった資本と旧軍封構成は，己れの崩壊ということでそのツケを払
わねばならなかった。この崩壊ののち現れるのは，あいもかわらない低位の地盤であり・戦時重化
学工業化の遺産なるものは見い出されるはずもなかった。
　と言うのは，表3に示される様に，第1に，工業労働力中の重化学工業労働力比の44年の64．7
％から51年の38．3％という40年以前の水準への復帰という事態。第2に・手つかずのまま残
された零細農耕（地主制が解体したとはいえ）と零細所有の低位の在来地盤に以つかわしい繊維工
業の44年の10％から51年の23．8％への復位の事態が見い出されるからである。
　さらに，従業者規模別工業従業者構成比の推移（表4）でも同様のことが指摘されよう。第1に，
1，000人以上の大企業の労働力比は，30年の14．1％から40年には27％へ増加し，大企業・軍
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表4　従業者規模別工業従業者構成比
％
1930年
　　35
　　40
46
51
???????
5～49人 50～99人 100～499人　　500～999人　　1000人以上
37．0
37．0
36．5
11．5
10．8
8．5
25．　9
22．3
18．9
11．2
10．3
9．　1
14．1
19．7
27．0
～49人 50～199人　　200～999人　　1000人以上
49．9 20．3 15．7 14．1
～49人 50～99人 100～499人　　500～999人　　1000人以上
49，6 8．6 17．7 6．2 18。2
～49人 50～99人 100～299人　　　300～999人　　　1000人以上
50．　6
43．3
41．9
40．5
44．5
46．6
9．6
11．1
11．3
11．05
11．1
11．4
12．9
15．1
15．6
15．9
15．1
15．2
12．4
13．6
14．6
15．0
13．7
13。0
14．6
16．8
16．6
17．5
15．6
13．　9
出所：通商産業省「工業統計50年史」
工廠への戦時重化学工業化による労働力集中の様を示すが，敗戦直後の46年には，30年段階と同
じ14．1％へ激落した。36～37％の労働力が49人以下の零細所有の下にあり続ける低位の労働
力構成の上に，戦時重化学大工業への30％近くの労働力の集中という桜閣を即席に据えつけたと
しても，それはいわばデラシネ＝根なし草でしかない砂上の桜閣なのであった。だから，その桜閣
が敗戦によって戦争という唯一の支えを失なうや，その桜閣を若干の規模縮少によってより高次の
生産力段階の拠点とすることもなく，一挙に戦前段階の水準へと復位してしまうこととなったので
ある。
　以上で示された戦時重化学工業化の限界という事態の中で，戦後高成長はそれとは接続しない，
新規の重化学工業化の過程として現れるほかはない。そのことを表3と表4の数値で示しておこう。
第1に，戦後の46年以降，55年まで工業労働力中の重化学工業比は減少し続け，55年にそのボト
ムに達し，55年を起点として70年代初頭まで一貫して増大し続けたこと。このことは戦前の44年
に比し50年にもその労働力を増大しえたドイツとの差を示すものであるが，日本の場合，敗戦に
よる重化学工業労働力の激減，その後，5年間の一貫した地位低下を経て，55年以降に初めて増大
表5各歴史的段階における労働力編成
?
由　競 争　段
? 古　典 的・帝 国　　主 義
?
（1861） 米 （1860） 独　（1861～71）
?
（1911｝
?
（1910） 独 （1907）
? （1909）
総　　　数． 10，523100．010，558100．0 16，450 100．018，286100．0 36，869 100．0 31，497100．026，722100．0
農・林。漁 1，982 18．8 6，260 59．3 8，373 50．9 1，549 8．5 11，590 31．4 9，883 31．4 16，627 62．2
鉱　　　業 463 4．4 170 1．6 214 1．3 1，210 6．6 1，050 2．8 653 2．1
311 1．2
工　　　業 3，903 37．1 1，311．2 12．4 4β26 26．3 7，032 38．5 8，230 22．3 8，437 26．8 4，192 15．7
q875）
エ　　　業 100．0 100．0 4，584 100．0 5，814．7 100．0 100．0 800．6 100．0
1 954 24．4 405．7 30．9 1，153 20．9 2，311 32．9 2，495．7 36．6 3，127 37．1 142．9 17．8
金属臨機械 792 20．3 321．1 24．5 801 14．5 1，923 27．3 1，864．1 27．4 2，134 25．3 65．0 8．1
金　　　属 202．4 15．4 567 10．3 909．8 13．4 1，223 14．5 18．2
2．3
機　　　械 118．7 9．1 234 4．2 954．3 14．0 911 10．8 46．8 5．8
化学工業 50 1．3 26．7 2．0 60 1．1 201 2．9 253．2 3．7 205 2．4 43．5 5．4
窯　　　業 112 2．9 57．9 4．4 292 5．3 187 2．7 398．4 5．8 788 9．3 34．4 4．3
? 3，111 79．7’ 905．5 69．1 3，431 79．1 4，721 67．1 4，319．0 63．4 5，310 62．9 657．7 82．2
食’料　品 457 11．7 91．5 7．0 689 12．5 1，114 15．8 600．0 8．8 1，238 14．7 88．7 11．1
繊　　　維 2，297 58．9 344．1 26．2 1，956 35．5 2，766 39．3 1，562．5 22．9 2，540 30．1 486．5 60．8
繊維工業 1，288 33．0 930 16．9 1，509 21．5 1，089 12．9
服　　　飾 1，009 25．9 1，026 18．6 1，257 17．9 1，451 17．2
そ　の　他 357 9．1 469．9 35．8 786 31．0 841 12．0 2，156．5 3L　6 1，532 18．2 82．5 10．3
（1875）
建　　　設 594 5．6 618．8 5．9 537 1，145 6．3 2，300 6．2 1，539 4．9
運輸・通信・公益
､業・金融
602
P32
5．7
P．3
780 7．4 1，184．4 7．2
1，695
@　896
9．3
S．9
3，190
R，890
8．7
P0．6
3，551 11．3
　　638
Q，627
2．4
X．8
政　　　府 194 1．8 1，338 12．4 542 3．0 679 1．8
軍　　　隊 118 1．1 28．0 0．3 904．8 5．5 221 1．2 139 0．4 1，739 5．5 1，227 4．6
専　門　職 305 2．9 （その他も含む，軍隊不明） 796 4．4 1，670 4．5 （軍隊不明） （軍隊除く
）
サービス㈲
ｻ　の　他
1，602
@　586
15．2
T．6
1，448 8．8 2，583
@　839
14．1
S．6
3，670
@600
10．0
P．6
1，736 5．5
17
S46
0．06
P．7
?
1
???
1
（単位：千人，％）
（　相 対　的　　　　’ 安　定 期　　） 「　冷 戦　」帝
?
主 義
米 （1920） 独 （1925） 日　（i沖縄を含む）
1930） 英 （1966） 米 （1970） 独 （1970） 日　（i沖縄を含む）
1970）
総　　　数 41，953100．0 31，033 100．029，619．6100．023，918100．079，619．6100．0 26，493．5100．052，468．1100．0
農・林・漁 11，40027．2 9，775．4 31．5 14，710．849．7 762 3．2 2，840．4 3．6 1，990．5 7．5 10，087．2 19．2
鉱　　　業 1，230 2．9 744．8 2．4 315．5 1．1 561 2．3 630．8 0．8 537．7 2．0 222．2 0．4
工　　　業 10，880 25．9 10，228．233．0 4，707．6 15．9 8，425 35．2 19，837．224．9 10，386．539．2 13，575．9 25．9
（1919）
工　　　業 9，565．5100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0
1 4，380．6 45．8 4，359．0 42．6 1，252．5 26．6 5，144 61．1 10，867．954．8 7，082．7 68．2 7，243．6 53．5
金属＝機械 3∫526．4 35．7 3β21．6 32．5 870．6 18．5 4，322 51．3 8，801．7 44．4 5，59L553．8 5，945．8 43．9
金　　　属 1，329．5 13．5 1，461．2 14．3 398．9 8．5 2，395．4 12．1 2，102．6 15．5
機　　械 2，196．9 22．3 1，860．4 18．2 471．7 10．6 6，406．3 32．3 3，843．2 28．4
化学工業 494．4 5．0 316．8 3．1 171．4 3．6 493 5．9 1，19＆4 6．0 1．0262 9．9 665．6 4．9
359．8 3．7 720．6「 7．0 210．5 4．5 329 3．9 587．9 3．0 465．0 4．5 632．2 4．7
?
5，185．9 54．2 5，746．256．2 3，455．1 73．4 3，281 38．9 8，969．3 45．2 3，303．7 31．8 6，297．2 46．5
食料　品 931．8 9．3 1，319．3 12．9 536．1 11．4 743 8．8 1，390．4 7．0 927．3 8．9 1，035．6 7．6
繊　　　維 1，783．9 18．1 2，646．2 25．9 1，717．8 36．5 1，236 14．7 2．184211．0 1，077．3 10．4 2，157．1 15．9
繊維工業 1，177．1 11．5
「???．?
30．0 721 8．6 965．0 4．9 540．8 5．2 1，426．9 10．5
服　　　飾 9 1，469．1 14．41　307．2 6．5 515 6．1 1，219．2 6．1 536．5 5．2 730．2 5．4
そ　の　他
・．47・・1
25．8 1，780．7 17．4 1，201．2 25．5 1，631 19．4 5β94．7 27．2 1，299．1 12．5 3，104．5 22．9
建　　　設 2，170 5．2 1，478．7 4．8 979．0 3．3 1，880 7．9 4，572．2 5．7 2，032．5 7．7 3，978．7 7．6
運輸・通信・公益 4，190 10．0 1，581．4 5．1 1，291．7 4．4 2，019 8．4 5，186．1 6．5 1，443．0
?????﹇
3，525．7 6．7
商業・金融 4，860 11．6 3β79．1 12．5 4，324．7 14．6 3，901 16．3 19，213．724．1 3，986．31「　　　15．0 11，247．0 21．4
政　　　府 1，263 3．0 735．9 2．5 1，176 4．9 8，227．6 10．3 2，190．2i　　　8．3 1，735．0 3．3
軍　　　隊 343 0．8 2，110．2 6．8 （軍隊除く
）
（不朋） 3，066 3．9 （不明｝ （軍隊除く）
専　門　職
Tービス飼
ｻ　の　他
2，250．
Rβ30
@　380
5．4
V．9
O．9
1，365．5
（その他も含む，軍隊不明
@　　　　　　　　　4．4
）2，483．8
@　　70。6
8．4
O．2
2，499
Q，695
10．4
P1．3
（各項に入る）
Q0，073．925．2 3，926．8 14．9
7，726
@370．4
14．7
O．7
出所：杉山清　「戦後アメリカ資本主義の基礎過程分析」　『名城商学』27巻2号　第1－2表
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に転ずるのであって，崩壊→混迷→新基軸の創出の一表現と言いうる。
第2に，重化学工業労働力中，金属工業のそれの先駆的な増大が51～55年にまずあって，それを
うけて55年以降に機械工業の増加が開始される創出経路をとったこと。45～50年にまず機械工
業労働力の増加が先行して，その後に金属工業労働力の増加がなされる，既存生産力の結集を戦後
再建の型としたドイツとは明確に異なる。
　第3に，同様に，規模別労働力構成比においても1，000人以上大企業の比重は，51～55年に
4．4％もの低下を示した後，70年代初頭まで，55年を起点として一貫した増加を示したこと。総
じて，重化学独占への労働力集積が，敗戦後10年を経た55年に新規に開始されたことを示してい
ると言うことができよう。
第2章労働力構成
　55年を起点とする戦後日本資本主義の移植・創出＝重化学工業化の中で，賃労働者は，60年前
後に就業者の過半を制するに至り，65年前後には工業労働者がその中で主流を占めるに至った。さ
らに60年代に入るや，重化学工業労働力の40％以上を占め，以降，70年代にはほぼ50％の水
準に登りつめた。そして，戦前の大宗を占めた繊維労働力は，51年以隆その比重を低下させ，60
年には機械工業労働力に抜き去られる。明らかに60年以降，労働力構成という一点においても一
生産力段階としての重化学工業段階が到来したことが理解されよう。
　思えば，戦前資本の達成蓄積水準は，重化学工業労働力比（製造業＝工業労働力中のそれ）26．6
％（30年段階）に示されるものであったが，その水準は，欧米の自由競争段階の水準（イギリス，
1861年に24．4，アメリカ，1861年に31の水準）に等しく，いわば古典的帝国主義段階以前の労
働力構成でもって，全般的危機段階にのぞむ分不相応な姿であった。その欧米との歴史的な段階差
の中で戦後を迎え，55年を起点としてわずか5年の60年に重化学工業段階の労働力構成をとり，
70年代に入るや，工業労働力構成の面において，欧米と互すに至たるということは，明らかに異
常なことと言わねばなるまい（表5）。
　それ故，この重化学工業段階の労働力構成は，この旋回の異常さを表現するものとして現れるほ
かはない。この重化学工業段階の日本の労働力構成について次に指摘しておこう（表5，表1）。
　第1に，30年代には総労働力中で50％あった農林漁業労働力（この50％の水準は，1860年
代ドイツと同様の水準であり，この点でも欧米の自由競争段階の水準）は，戦後も過剰労働力を吸
収して再現したが（47年に農業労働力のみで50％），以降，異常な速さで減少した。しかし・70
年，75年の数値でも国際的にはその割合は大きい（鉱業を含む第1次産業としての分類では，70
年，日本は就業者中17．4％，アメリカは4．5％，西ドイツは7．5％。ちなみにヨーロッパの農業
　　　　　　　　戦後日本資本主義の労働力構成
表6　産業別，従業上の地位別執業者割合の国際比較
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（％）
籍数??
?????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????，??，??，??，??，??，?????，??，??，??，??，??，?????，??，??，??，??，??，?????，??，??，??，??，??，?????，??，??，??，??，??，?????，??，??，??，??，??，????????????????????????????????????????????????????????
??????
????????＝????＝????????????????????????????????????????????
???????
???
??????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????
????
?????????????????????????????????????????????????。?????????????????????????????????????????????
?????
??????? ー?ー ??? ??? ??? ??? ??? ??? ， ??? ，??? ?．? ?? ??， ．?? ?? ?? ?? ??
???
?????
????????? ? ? ?? ? ， ? ? ? ??
?????
?????????? ??? ?? ? ． ， ?。 ?? 。 、 ??? ?? ???
?））））））???〉）））））???））））））???）））｝?））???））））））???））））））???????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????
出所：ILO　国際労働統計年鑑
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大国フランスは13．9％。表6参照）ものとなっている。
　第2に，80年代に入るや賃労働者が70％を越したとは言え，自営業主の割合はあまり減少す
ることなく，70年にも19％も存在すること（同年アメリカは8．6％，西ドイツは9．7％。表6）
が指摘されよう。
　第3に，第1次産業や自営業主の多い同様の構成を持つイタリアとも明らかに相違するところで
あるが，日本の場合，急激な減少を見せているとはいえ，家族従業者の割合が欧米諸国と比較して
きわめて高くなっている（70年に，日本は15．8％，アメリカは1。2％，西ドイツは6．3％。ち
なみにイタリアは7．9％。表6）。
　第4に，この結果，賃労働者の割合（ここでは雇用者割合で表出）は，欧米諸国に比し相対的に
少なくなっている（70年，日本は64．9％，アメリカは90・2％，西ドイツは84％）。
　ここで見い出されるのは，日本が自営業という名の多数の小所有をかかえこみ，さらにそれが家
族従業者の労働によってからくも支えられる低位の一群を一貫して保有しているという構図である。
その主軸は農業である（70年に自営業主の39．7％，家族従業者の60．6％を農業就業者が占める）。
さらに，先進国経済の一表現ともてはやされる卸・小売，サービスの第3次産業（アメリカの場合，
それは就業者の62％，しかし上述した様に自営業主8．6％，家族従業者1．2％。70年現在）が
それに続く。そして，近代＝資本主義を担うべき製造業＝工場においてもその関係をかかえこんで
いる（70年，雇用者を100として，それらは合計で19．2と相当の比率を占めている。以上，表7
参照）。
表7地位別産業別構成
家族従業者 自営業主
1・97・年・98・年11　1970年　　1980年
????????? ??????
一
?
計
実　数（千人）
60．6
1．9
2．0
9．0
20．2
5．5
9．8
44．0
2．1
4．5
10．7
28．9
8．6
1．2
100．0　　　100．0
8536　　　　6289
39．7
2．1
7．2
14．1
21．　2
13．5
2．2
26．8
2．1
10．1
13．　7
26．7
16．9
3．7
100．0　　　100．0
10151　　　　9390
出所：各年「国勢調査」より筆者算出
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　実に，粗鋼生産べ一スで70年に日本を100として，アメリカは128，西ドイツは48，自営業主
の多さという点では同様のイタリアで18．5という，巨大な重化学工業を持つに至った日本が，労
働者を雇用しえなく家族労働に依存する低位の零細所有群をかかえこんでいるという，一見奇妙な
労働力構成は，戦後日本資本主義の本質的関係も鮮やかに照し出している。在来低位の遅れた労働
関係と所有の上に，それに見合った生産力展開をなしていくのではなく，一挙に強力に戦後段階的
な高度生産力＝新鋭重化学工業を移植・創出したが為に，一方では，農業と繊維工業という戦前の
大宗の産業が急速に崩壊をとげつつも，他方ではその創出巨大資本との断層のためにかえって零細
・小所有は放置され沈澱・再生産され，巨大資本のなりふりかまわぬ高蓄積の格好の餌食と化して
いくのである。
　以⊥のことは，r二重構造』とも言われた格差構造にほかならない。このことの解明が，労働力
構成分析の枢要点の一つをなすものと考えられる。まずは表8の「規模別労働力集積度構成比」を
見られたい。
　ここで第1に見い出されるのは，日本の99人以下事業所の56．5％にのぼる圧倒的な割合であ
る。労働力の50％以上が99人以下の零細所有の下にある。さらに499人以下の数値で見ると78
％に達するのである。アメリカの99入以下の24．8％，西ドイツのそれの20．1％とは明らかに
範疇を異にする労働力構成であると言わねばなるまい。
　第2に，その当然の結果として，1，000人以上の大事業所に集積された労働力は，14．7％であ
って，アメリカのそれの28．7％，西ドイツのそれの37．5％と大きなひらきを持っている。それ
に，1，000人以上と499人以下層との中問に位置する500～999人の階層が，アメリカ・西ドイツ
に比し極端に少なくなっている点にも注目されたい。
　この「規模別労働力集積度構成比」の一点にくいても，中小企業と大企業との間の明確な断層が
指摘されうるのである。生産の集積・集中の自生的な展開の上に独占範躊が成立する，欧米を範と
する独占資本主義＝帝国主義論の論理からすれば，生産の集積・集中は同時に独占体への労働力の
集積・集中を意味する。しかも，古典的帝国主義の段階を通りすぎ今やその上にさらに蓄積を重ね
た「冷戦」帝国主義の段階に入り込んでいる。そのことを考えれば，1，000人以上大企業への労働
力集積度が最も大きいのは，あまりにも当然のことと言えまいか。アメリカの1，000人以上の28．7
％，西ドイツの37．5％は，生産の自生的＝内発的な生産の集積・集中の本来的な独占資本の姿を
示しているのに対し，日本の場合，零細・中小資本の膨大な層，歴史的低位の層，を基層としてそ
のままにし，その上に14．7％の大企業が断層をえがいて乗る，在来低位の地盤の上に超絶的な生
産力を持つ戦後段階的な独占が強行的に創立されて据えられたことを示している。
　ここでいう，低位の地盤とその上に移植され据えられた独占との断層・格差ということに関して，
もう一つの証明が必要であろう。と言うのは，表4で示された様に，50％の99人以下層と15％
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　　　　　　　　　　一21・5
　　　　　　　　　　［］7・3
　　　　1000人以上＝14．7
　　アメリカ　1972年
　　　　1～99［：＝：＝＝＝：コ24・8
　　　　100～499－17・9
　　　　5・・～999－］28・6
　　　　1000人以上［二＝＝二＝＝：＝］2・8・7
　　西ドイツ　1976年9月
　　　　1～99［＝＝＝＝＝コ20・1
　　　　・00～499－29・3
　　　　500～999〔：＝コ13・1
　　　　100・人肚［：＝＝＝＝＝＝＝コ37・5
　　出所：「日本国勢図会」：1980年　より筆老作成
の1，000人以上層という関係は実は数値上は戦前来の関係の単なる再版であるかのように現れてい
るからである。
　その証明の第1は，幾度も述べた様に，1，000人以上層の独占の生産力は，今や戦前段階とは全
くことなり，大陸的集積・集中の水準と互すに至ったのであり，単に戦前のパターンの再版という
以上の生産力格差を含んでいるであろうからである。表9に示されている様に，最下層の49人以
下層と1，000人以上層との労働の生産力格差は，戦前段階の30年には1・000人以⊥企業を100と
して，49人以下層のそれは71という差であったのが，戦後段階の70年には100対32・3という絶
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　　　　　　　　　　　　表8　規模別労働力集積度構成比　　　　　　　　　　　　（％）
　　　　　　　0　　　　　　　　　10　　　　　　　　　20　　　　　　　　　30　　　　　　　　　40　　　　　　　　　50（％
日本　1977年　　l　　　　i　　　　l　　　　l　　　　l　　　　l
・－99人［＝：＝：＝＝＝＝＝＝＝：＝＝コ5　6・5
　100～499
500～999
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表9　製造業生産力格差の施回
　　　　　　　　　　（1人あたりの生産額）
5～49人 1000～0000人
97
1930
1946
1970
71．0
84．8
32。3
100
100
100
出所：通商産業省「工業統計50年史」および「工業統計表」（産業
　　編）より筆者算出
望的な格差となっている。戦前の基層の生産力水準に見合った独占と，戦後の基層の生産力水準を
無視した独占，つまり在来低位の地盤を無視して強行的に移植・創出された新鋭独占との差なので
ある。
　第2に，戦前と戦後の格差の相違点は次のことでもある。表10に示される様に，戦前の29年の
職工数構成比では，重化学工業のほとんどを占める1部門と軽工業中心のH部門で，それぞれ50人
以下事業所への労働力集積は34％，1，000入以上事業所のそれは22～19％となっておりほぼ同
等の構成の型をとっている。それに対して，戦後のそれは70年に，1部門の49人以下は25。4％
であるのに対し，H部門のそれは61，7％に達している。そして，1，　OOO人以上層では1部門で
30・4％，H部門では6．5％にすぎない。
　独占段階の基軸たるべき1部門のll部門と同水準という低位の戦前の労働力構成は，明らかに変
化をとげた。戦後段階は明確に1部門・重化学工業優位の労働力構成に変化した。
　しかし，このことは実は前述した様に自明のことであって，格差構造という点で，次のことこそ
が問題となる。それはまず，H部門において，1，000人以上企業層にはわずか6．5％の労働力し
かないのに対して，99人以下層には61．7％の労働力が，499人以下中・j・企業総体に86％の労
働力が集中し，新鋭重化学工業との格差の中でll部門自体が膨大な相対的過剰人口のプールと化し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2｝たのではないかという点。次に重化学工業の1部門でも，99人以下層に35．4％の集中に示され
る小所有への労働力の包摂がある点，である。小所有下の巨大労働力群を持つ日本の労働力構成が
超絶的な生産力を持つ異常事態は，次の同じ先進国西ドイツの比較において明らかである。
　第1に，日本の∬部門1，000人以上層の6．5％，49人以下層への48．2％という労働力構成に
対し，西ドイツのそれはそれぞれ12．4％と17・5％であり，小資本の存在可能なこの部門でも
大資本への労働力集中度は，日本に比し格段に進行している点が了解されよう。日本の明らかな歴
史的低位の実情がこの一点においても看取される。
　第2に，1部門の零細の49人以下の34．4％に対する西ドイツの7．8％。そして，1，000人以
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表10　戦前戦後の企業規模別労働力構成比
1929年
1 1 H
　5～　　10人
　10～　　15
　15～　　30
　30～　　50
　50～　100
100～　200
200～　500
500　～　1000
1000～
　　計
iiil　lii／－
34，263　　　　9．6
32，124　　　　　　9．0
52，469　　　　　14．7
33，567　　　　　　9．4
80．116　　　　　22．5
355，933
44．3
161，452
　74，834
149，　939
117，767
159，259
158，226
194，849
172，834
279，782
1468，942
11．0
5．1
10．　2
8．0
10．8
10．8
13．3
11．8
19．0
34．3
45．1
上層の30．4％に対する西ドイツの49％（アメリカは67年の数値では1部門のこの層の労働力
はやはり48．5％を占める）は，第1点と同様のことを示す。重化学工業基幹の労働力構成を獲得
したとはいえ，欧米の生産・資本・労働力の営々たる歴史的集積・集中，独占・集中の本場たるこ
との自己証明たる数値とは明らかに落差を持った事態である。
　さらには，西ドイツの重化学独占・1部門1．000人以上層の労働力約285万人に対して，その60
％ほどの169万人の労働力で，日本の重化学工業独占が西ドイツのそれを圧倒しているという事
態は，この独占が巨大新鋭設備を装備しているということばかりでなく，その労働力への比類ない
過酷な労働領有機構を発動しているということ，そして残り70％の中小零細資本と労働力へのこ
れまた比類ない収奪と支配を敢行していることの，労働力構成上の表現とも言わなくてはなるまい。
　かくして，戦前と同様の独占と中小零細企業との格差の再現とも見られる戦後の格差構造の中に，
戦前とは比較しえない生産力格差と，H部門の小零細企業の膨大な過剰人口貯水池化，西ドイツと
は明白な対比を見せる重化学独占の下での膨大な中小零細企業労働力群の存在という事態，を見て
とることができる。実に，巨大な生産力を具備して世界重化学競争の覇者としておどり出ている，
日本の重化学工業内部に，戦前の数値ともかわらぬ膨大な中小零細企業労働力が存在し続けている
という事態こそが，欧米とは範疇を異にする戦後労働力構成上の重要点なのである。
　この労働力構成に現れた格差は，それ故，通常の独占段階の矛盾とは異にする問題を内包してい
る（表12参照）。
　第1に，製造業1人当り出荷額格差，付加価値生産性格差に現れた問題である。まず1人当り出
荷額の点で，日本の場合，300人以上企業を100とした場合，9人以下は21．8の圧倒的な格差のも
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1970年 1
1 H
　　～　　　9＿
　10～　　19
　20～　　49
　50～　　99
100～　499
500～　999
1000～
ii罫｝！ii｝⊥
1，311　　　　23．6
　597　　　　10．7
1，691　　　　　30．4
；罫ii｝⊥
出所・（1929年　塩沢君夫他編『日本資本主義再生生産構造統計1970年　『昭和45年工業統計表』』岩波書店1973よ・筆者算出）
とにあること。アメリカの場合，500入以上層を基準として，9人以下は74，西ドイツは同様に78
の水準にあること。そして，付加価値生産性の場合，同様の比較で9人以下層は，日本は38。5，ア
メリカは77．6，西ドイツは70の水準であること。以上の2点に示された格差に，日本がもはや欧
米とは量的というより質的な差を持っている証処を見てとらなくてはならない。
それはまずは，従業者1人当り投資額格差の点（表12の付表参照）に示される欧米とは明確に異
なる圧倒的な生産力格差（小企業は大企業の3分の1，西ドイツのそれは67％内外の投資額）の
表現である。そして，それは同時に，投資に振り向けるべき資本・利潤がそもそもから発生をおさ
えられていることの表現である。
　零細の9人以下事業所でさえ，その1人当り出荷額と付加価値が大企業の70％以上となる欧米
の独占と中小資本との関係に比し，日本の場合のそれはそれぞれ20～30％台にあるにすぎない
表11西ドイツ工業労働力規模別構成比
下毅は構成比
73年1・－49｝・・－49gl…－99gl・…人以上｝合計
1
H
457，851人
　7．　8
441，489人
　17．5
1768，794人
　33．　3
1406，047人
　55。8
761，820人
　13．1
360，557人
　14．3
2848，096人
　48．8
313，078人
　12。4
5836，561人
　　100
2521，171人
　　100
注　　1部門は「基礎原料・生産財工業」と「投資財工業」との合計
　　　fi部門は「消費財工業」と「食料品・嗜好品工業」との合計
出所：Statistisches∫ahrbuch　fUr　die　Bundesrepublik　Deutschland　1975，　S235使用の前川恭一・
　　　　　吉田敬一『西ドイツの中小企業』新評論1980年　表皿一20より筆者算出
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表12大企業基準の格差指標
日本
米
西独
1人当たり
出　荷　額
　～　9人
10～29人
30～99人
100～299人
300～　　人
21．8
39．　6
51．1
66．6
100．0
　～　9人
10～19人
20～99人
100～249人
250～499人
500～　人
　～　9注
10～49人
50～199人
200～499人
500～　人
　　　73．9
　　　72．0
　　　75．　8
　　　82．7
　　　84．2
　　　100．O
i（注：1人当り売上高）
i　　　77．8
i・8．・
i　90．、9
i　、9．、
1　100．0
1人当り
付加価値額
　～　9人
10～19人
20～99人
100～249人
250～499人
500～　　人
38．5
43．7
51．0
55．6
64．8
100．　0
77．6
73．2
71．5
76．　8
81．1
100．0
70．0
72．3
84．6
85．4
100．0
従業者1人当たり
の設備投資額比
　30～99入i
100～299人i
300～999人1
1000～　人i
33．　8
46．9
71。1
100．0
20～49人i
50～99人｛
100～199人i
…－499人1
500～　　人i
67．2
60．6
68．9
77．5
100．0
出所：日本・米一昭和56年「中小企業白書』付表30より筆者算出
　　西　　独一前川恭一，吉田敬一『西ドイツの中・」・企業』新評論社，表皿29より引用
関係であって，ここでも欧米との質的な差を指摘しなくてはならない。それも，100～299人の中
企業においてさえも300人以上層の60％前後（アメリカ，西ドイツ伴に80％以上）であること
を考えれば，日本の中小資本総体に妥当する質的な差と言えよう。
　そのことを原理的に言えば，こうである。欧米の場合，独占資本はその優位の生産力と独占的市
場支配によって，恒常的な超過利潤を得る体制を構築しているとはいえ，その独占と非独占との関
係は，等しく利潤を取得しえていることを前提として，独占資本が己れの市場での優位性によって
競争を通じて利潤の一部と労賃の一部を，非独占と賃労働者から収奪していく関係と言いえる。中
・J・から零細にわたる70～80％台の付加価値生産性の水準は，全域にわたる利潤範疇の確たる存
在と，競争関係のそれなりの存在を言うことができる。
　しかし，日本の場合，50％からそれ以下の付加価値生産性という中小企業の異常さからして，
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「平均利潤の存在とそれを上回る独占的超過利潤」なる関係は存在しない。そして利潤範疇そのも
のが存在しない，もしくは動揃している一群＝零細・小資本が底辺の巨大層をなしている。日本で
はかくして，独占と非独占との競争なるものは範疇的に語りえない。
　しかし，まがりなりにも全域に付加価値を語り，利潤の存在を語りえるのは，労賃が異常な低さ
に圧縮されているからだと考えない訳にはいかない。第2の独占段階一般に解消しえない問題とは
その労賃のことである。
　1，000人以上企業を100とした指数では，日本は，1～3人層の12という絶望的な層を低辺とし
て80～40の水準に階段的に賃金が分布している。ここでは西ドイツの指数との比較のために20
～99人層を見ると64。3であるが，西ドイツのやはり1，000人以上層を基準とした指数で50～99
人層はなんと93．2の水準にある。西ドイツの場合の賃金格差は，労働力の価値範躊の厳然たる存
在とそれ以下の労賃との並存ということが語りうるものにすぎない。日本の場合の100から10の
台までの労賃格差の階層分布とは，もはや範疇としての労働力の価値そのものが存在しないことの
現れではないか。ちなみに，アメリカにおいても，1，000人以上企業から1～9人企業までの賃金
格差は，1，000人以上層を100として80の水準に全て分布しているほどのものでしかない（表13）。
　かかる異常な賃金格差，それ故，労働力価値範疇の不在という事態を独占段階一般に共通の賃金
格差として誤って前提した上で議論するのが，かの労働力の価値の階層性なるあまりにも日本的な
議論なのである。
　さて，以上の労働力の価値の不在とも言いえる賃金格差によってからくも利潤を得る，それ故，
下層に剰余価値範疇の不在，資本規定がブイクシ・ンと化すほどの小資本をかかえる日本の中小企
日本
表13賃金格差（労働力価値範疇の不在）指標
　　　　　アメリカ1967年 西ドイツ　1966年
i・97・剰・9・9年
　1～　3人
　4～　9
　10～19
　20～99
100～299
300～999
1000人以上
11．8
43．6
58．3
64．3
70．7
82．　4
100．0
｝・4・・
53．　2
57．8
69．2
83．2
100．0
陣化学工剰軽工業
　　～　9人
　10～19
　20～49
　50～99
100～499
500～999
1000人以上
79
82
82
88
86
86
100
76
82
80
79
81
86
100
「?
50～99人
100人以上
93．2
100．　0
　．一＿」
出所：日　本『中小企業白書』昭和56年付表12
　　アメリカ　南克己前掲書　第1－5表C
　　西ドイツ　前川恭一・吉田敬一前掲書　表ll　－26より筆者算出
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業に，独占との競争などということは当初から語りうるはずもなかった。とすれば，この巨大な落
差をそれぞれの階層間に持つ日本の格差構造にあっては，競争関係というより己れの上層への，独
占への一元的な従属関係こそが，縦への系列・支配として貫く以外にない。すなわち，次に述べる
第3の特殊日本的な関係たる下請系列のことがそれである。
　そのことはまず，日本の異常に大きい外注利用率の数値として示される。例えば，アメリカと比
較して，製造業においてはそれは，アメリカの11．7％に対して，日本の場合，72．4％の高水準
にある。この数値は日本の大企業から中小企業の全階層と製造業の全分野にわたって外注＝下請関
係が存在していることを示している（表14）。
　次にこれを立入って見ると，日本とアメリカとのもう1つの相違がうかび上がる。アメリカの場
合，外注利用率は軽工業の方が大きいのに対して，日本の場合，重化学工業の方が大きい比率とな
っている。一般的に考えれば，中小企業の構成比が高い軽工業にこそ，それを利用した下請・外注
利用が多いと言いえるのではないか。その点で，アメリカのそれは当然の結果と考えられる。
　しかし，日本の場合，その通則の枠外にある。それは，日本の新鋭重化学工業が，在来低位の基
盤の上にそれに応答的な構成の再建の道を無視して一挙に移植されたということ。こうして，低位
の基盤との圧倒的生産力格差が形成され，そのため，低位の地盤の小資本群は新鋭重化学大資本の
下に唯々ひれふし，己れの残された命運を大資本への系列支配にかける，そして大資本は低位の地
盤との系列を屈強の成育条件としたがためにほかならない。すなわち，新鋭重化学工業の移植・創
出による戦後資本主義の創成の一表現なのである。
表14外注利用率 （％）
製　造　業
重化学工業
軽　工　業
日　　本
（1970年）
78．4
75．0
66．8
アメリカ
（1967年）
11。　7
7．7
18．　3
出所：南克己前掲書　第1－5表Cの付表
【表14の付表】
　　下請従属の階層的深化の指標
1976年
　1～　3
　4～　9
10～19
20～29
30～49
50～99
100～199
200～299
下請企業の
割　　　合
65。8
57．7
54．4
50．6
50．2
51．7
51．8
48．4
1企業当り
親企業数????? ? ?
合計1・…　1 3
出所：中小企業庁『第5回工業実態基本調
　　査報告書』昭和51年
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　この重化学工業中心の下請系列の問題についてもう少し見ておこう。ここでは，多数の部品を必
要とし，その点で外注利用が生産体系の上でも要求される自動車工業について若干見ておこう。
　例えば，西ドイツのダイムラー・ベンツ社とトヨタ自工との外注関係を比較した場合，次の相違
点が明らかとなる（表15）。
　ベンツ社の外注企業の場合，その総売上高に占めるベンツとの取引高の割合＝親企業依存度は，
12％である。それに対して，トヨタ系列の外注企業の場合，親企業依存度が80～100％とする
企業が55，6％，60～80％とする企業が21．7％も存在する。ここでは同じ外注という関係が，
ベンツ社とのその外注企業の場合は「経営間分業」といえるほどの水準であり，日本の場合は完全
な従属的な下請関係として現れているのである。日本の場合，そればかりでなく，下請関係は1次
から4次にもわたる企業規模階層とほぼ一致する階層的なピラミツトをなすのである。そして，そ
のそれぞれがその上位の階層へ依存し，従属しているのである。
　この自動車工業に現れた重層的な下請関係は，とりわけ重化学工業の一般的な形態なのである。
と言っても，この日本の下請関係は，鉄鋼・造船・化学の構内下請＝社外工制度と企業間重層的従
属分業とでもいうような自動車・電機の2つの形態を持っている。
　前者の場合，78年現在，本工労働者に対する社外工の比率は，70％以上になっている。特にそ
れは新鋭工場であればあるほど高くなり，鉄鋼新鋭工場では社外工数が本工数を圧倒するに至って
いる。
　この下請関係の2形態は次の理由によるものである。まずは，前者の鉄鋼業と化学工業は装置型
ベンツ社外注企業
表15　日独自働車工業下請企業比較
　　　　　　愛知県自動車関連中小企業（1978年）
1960年
　～50人
50～99人
100～199人
200～499人
500人999人
計
親企業依存度
10．7
14．　8
9．6
9．7
13．5
11．　8
取引先総数
　　1社
2～4社
5～9社
10～19社
20～29社
30社以上
回答企業数
57
109
33
17
　6
　8
計 t23・
親企業依存度　％
…一・・i・・一・・［・・一・・1・・一・・1・・未満
??「??
????3
2
13??55
4? 1
・28 P・・1・・ 21 1
　注　親企業依存度とは総売上高に占める親企業との取引高の割合
出所：ペンツ社　前川恭一・吉田敬一前掲書　表1－18
　　愛知県　愛知県経済研究所『あいち経済月報』135号　2－21表
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産業であって，一貫した間断のない工程を必要とするのであり，そもそも外注すべき部品は存在し
ない。それ故，低位の中小企業の利用は，その労働力そのものを構内社外工として利用するのであ
るからである。
　この2つは，次の点でも異なる。前者の場合，資本・産業として戦前と戦後に1個の断層を含む
とはいえ，戦後の再出発を戦前来の一定の蓄積労働力を残された生産力的基盤として迎えたのであ
った。その場合，高蓄積の中で低位の中小企業労働力を包摂する道は，蓄積労働力を本工として労
働力編成の中核に位置づけ，その上で下請労働力を吸収するのであって，戦後，新規の産業として
創出された電機，自動車の様に，当初から膨大な中小企業労働力の層を完全に利用しつくせる産業
と明らかに差を持ってこざるをえない。
　だから・鉄鋼業・化学工業の対本工の下請労働力比がそれぞれ，75．5％，71％であるのに対し，
自動車・電機のそれは，1次下請労働力のみで親企業労働力数を上回わっている。さらに，前述し
た新鋭製鉄所であればあるほど下請労働力比が大きい鉄鋼業の事例も，同様の歴史的な中小企業労
働力包摂の論理の一表現と言えまいか。
　そして以一ヒの新鋭であればあるほど下請労働力の利用率が高くなるということは，前述の在来低
位の軽工業と新鋭の戦後重化学工業との外注利用率の差としても表現されること，言うまでもない。
　さて，鉄鋼を主軸として，そこに新鋭の機械4部門を据すえてかまえられる，重化学工業基軸の
超絶的な高度蓄積は，前記の重化学工業労働力編成の2種類を含むそれを主軸にして，特有の格差
を持った労働力構成をつくり出した（表16）。
　高度蓄積・創出を主導した主軸たる鉄鋼，そしてそれをエネルギーの面で支える石油を労働力の
集積の主軸にすえ，そして，これらによって型をとる他の新鋭重化学工業の集積労働力が2陣とし
てとりまく。その外陣に労働力集積低位の在来軽工業が布陣する。
　すなわち，500人以上大企業への労働力集積度50％以上の鉄鋼・石油・造船（表16では集積
度の高い造船とそれより低い自動車とが一括されて輸送機械として表出されていることに注意）を
第1陣に，30％以上の電機・非鉄金属・化学・精密機械，ついで20％台の一般機械を第2陣と
し，その下に金属・食料・繊維が続く。将に，労働の社会的結合の産業序列である。そして，この
労働の社会的結合はそこに生産力を内包しているのであれば，それは，1人当り出荷額の序列に現
れた労働生産力の産業序列を示すものである。この1・2陣の高度生産力を保有する強固な労働の
結合とは，そこに集積される労働者にこの社会の保持する生産力体系の再編成の主要な担い手の任
務が存することを示すとは言えまいか。
　しかし，前述の様に，鉄鋼・石油を中心とした重化学工業化の中で，日本重化学工業独占はその
下に膨大な中小企業労働力を包摂したのであり，その格差の下でこの独占労働力の地位を最上位へ
と押し上げ，上記任務の発現をおさえきってしまっている。
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表16産業別賃労働基本規定
鉄 鋼
石油・石炭
化 学
非鉄金属
金 属
一般機械
電 機
精密機械
輸送機械
食
維
料
　　　（注）
造　　船
産業別・規模別常用雇用者構成比
　　　　　78年｝1聖゜’9°5・・実数
4人2g　gg　4gg　以上（千人）
1．3　　11。0　　12．8
3．3　13。1　　8．2
1．0　　　8．8　　16．3
2．7　14．2　16．4　27．9
10．8　　37．0　　23。5
5．4　　22．9　　20．4　　24．7
1．9　13。7　17．7　25．7
4．0　　18．9　　2．0　　25．1
1．7　　　9．3　　11．3　　16．6
8．9　29．3　26．8　30．2
10，8　　27．0　　24．1　　29．3
19．0　　56．3　　453
　　（255）
2 ．9　52．5　　61
　　（32）
35．0　32，9　509
　　（197）
　　38．3　　18
　　（70）
19．9　8．7　780
　　（68）
　　26．6　947
　　（252）
　　41．0　1235
　　（506）
　　32．0　275
　　（88）
　　61．1　936
　　（572）
　　 7 7　693
　　（75）
　　　8．9　940
　　（71）
?）???????????
??
?6
コ
0ー
コ
0一
一人当り
出荷額
　（77年）
（千円）
0172
76681
31100
28210
11446
13405
13276
10824
23058
9430
17711
月間現金
給与総額
　（75年）
　　円217514
224261
198811
181078
165626
176417
151089
152940
181768
146592
113878
月間実労
働時間
　（75年）
163．4
170．9
159．6
161．2
168．7
165．0
162．9
162．5
169．2
172．2
175．5
労働災害
度数率
　（75年）
3。10
2．38
3．09
3．27
5．98
4．56
1．65
1．　66
3．56
3．13
6．86
女子比率
（80年）
5．9
NA
14．　6
9
??
1ー
10．7
50．7
48．1
5．5
63．7
51．3
　注造船のみ，ダイヤモンド社「造船』310p全造船・造船総連の60年の労組員の規模別構成
出所：総理府統計局『昭和53年事業所統計調査』，労働省「毎月勤労統計調査』，『労働災害統計』『婦人労
　　働の実情』昭和57年　統計表，『賃金センサス』昭和52年
　次の産業別格差の指標はそのことを示す。
　第1に，鉄鋼・石油を頂点とし，出版・化学・輸送機械・非鉄・一般機械・金属・精密機械・電
機と序列をつくり，底辺に，食料品・繊維を置く賃金格差は，頂点の石油と底辺の繊維との問で
100：50・　8の差となっている・この賃金格差を賞与などを含めた年間賃金総額格差として示せば，
100：47・9にまでひろがる・100対48というこの異常な格差は，また，諸産業を貫く労働力の価値
範躊の不在という事態を現わすものと言えよう。
　第2に，賃金格差ほどではないとはいえ，重化学工業と軽工業との労働時間格差にも止目された
い。ここで注目されるのは，重化学工業の軽工業に比しての所定内労働時間の少なさと，前者の超
過勤務時間の長さである。このため総計としての労働時間格差は小さいものとなっているが，ここ
でも鉄鋼が少労働時間のトツプを化学と伴に形成している。
　さて，以上の，特に賃金に現れた産別格差にっいて，総括的にこう言うことが許されよう。
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　まずは，一方で直接的生産過程に中小企業労働力群を直接使用する鉄鋼・石油化学・造船，他方
で間接的に中小企業を下請として制縛することでその労働力群を包摂する電気・自動車などの機械
工業，これらをそれぞれ，重化学工業労働力の上位と下位として位置づける。そして，そのさらに
下方に下請の関係を充分に利用しえないほど弱小の群生する軽工業とその労働力群を位置づける，
ことができよう。
　すなわち，重化学工業の第1陣の独占に制縛される41万の労働者，そしてそれに続く第2陣の
独占下の約127万の労働者，総計168万の労働者を基幹として，さらにそれに包摂されて群生する
500万の中小重化学労働者が続き，そして，その下方に，軽工業大企業の29万とその中小零細の
325万の労働者が配置される。
　しかし，上記基幹の第1陣には，伴に直接的生産過程を担う構内社外工26．5万人が階伴してい
る。このことが，第1陣本工に特権身分的観念を強固に植えつける役割を果している。そして，こ
の部分の産業が戦前来の労働力集積（熟練労働者の集積でもあるそれ）を前提に、それ故，旧労働
力集積地を拠点として旋回をとげ，同時に，高度蓄積がこの部分の蓄積と成長を先行させたために，
そして，この国の重化学モノカルチユアとしての構成の入口たるエネルギー（石油），と素材（鉄
鋼）と，出口たる貿易の手段（船舶＝造船）を決定的に支えるために，当初から現在まで相対的高
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛3）賃金を亨受してきたのである。この2点において41万労働者は，資本への制縛への対抗は60年代
後半以降，決定的に解体されている。
　さらには，第2陣も己れのそばに本工の7％ほどの臨時工をおいている。そして，一般・電機
・自動車・精密の4機械工業労働者の20％が女子労働力に担われている。このため，対抗力の
削減は明白なものとなっているのである。そして，特に，電機・精密機械の2産業が重化学工業内
で最下層の賃金水準にあるのは，女子労働力比がそれぞれ50．7，48・　1％というとびぬけて大きい
数値をなしていることに深く関わっている。このことは，単に，この2産業がきわめて単純化され
た軽筋肉の組立作業を特色としているからだとして納得してしまう訳にはいかない。さらには，女
子労働力の価値は，労働力の価値分割として発生する以上，家計補充的低位にあらざるをえないと
することでも納得してしまう訳にいかない。というのは，日本の女子労働者の賃金水準も又格差構
造の一貫として低位の地人にあるからである。
　この章の最後にこのことを若干，見ておくべきであろう。
　表17から次の4点が看取されよう。第1に，アメリカ・西ドイツに比して，男女賃金格差がき
わめて大きくなっている点である。第2に，女子就業者中，雇用者＝賃労働者比率で日本は，西ド
イツ，アメリカに比し極端に低く，欧米の後進のスペインとほぼ同水準の63％台である。それと
も関わって，第3に，家族従業者の比率は高く，ブイリピンや韓国の水準の中間に位置する23％
である。さらには，家族従業者の中の81％が女子労働力である。
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表17婦人労働力の基本規定
　　　　　（注）労働化率
総　　　数
15～19才
20～24才
25～29才
30～44才
45～49才
50～54才
55～59才
60～64才
65才以上
従業上地位別
就業者構成比
総　　　数（千人）
自　営　業主
家族従業者
雇　　用　　者
男　女　賃金
格差（男子100）
? （1980年）
本
29．5
17．0
63．5
36．2
33．5
37．5
『32，1
｝・9・・
4．1
2162
13．7
23．0
63．2
53．3
　　　　（1979年）
ア　メ　リ　カ
49．2
43．8
69．1
65．6
62．6
60．0
56．2
48．3
33．6
7．8
44275
5．1
1．2
93．6
64．3
　　　　（1980年）
西　ド　イ　ツ
39．3
41．4
71．1
62．6
55．4
52．2
47．2
38．7
13．0
3．0
10109
4．9
9．6
85．5
72。4
　注　年令別女子人口中の女子就業者の割合
出所：ILO「Year　Book　of　Labour　Statistics」
　　労働省『婦人労働の実情』昭和57年
　以上の様に・女子の賃労働者化の欧米に比しての低水準，又，女子家族従業者比率が高いことは，
女子労働力価値の自立化を阻み，その労働力を家計補充労働の地位に押えこみ，女子賃金を男子賃
金の約半分の水準におとし込めることとなる。
　第4に・日本は・女子の労働力率は・約30％で，西ドイツの40％，アメリカの50％に比し
てきわめて低く，年令別の労働力率でも，20才台～50才までほぼ60％台のアメリカや，70％
～50％の西ドイツに対して20～24才の層のみが63．5％で，25才以上は全て30％台へと急
落しているのであって，女子の賃労働者としての自立化の遅れ，そして，若年の労働力陶治のなさ
れていない女子労働者のみを，低賃金・単純労働に利用している様を示している。
　そして，このことは，パートタイム労働者の問題とも関わる。パートタイム労働者の雇用は，全
産業の50％以上の企業でなされているが，その比率は大企業ほど高いこと　（5，000人以上企業
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【表17の付表】
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労働力中の女子比率
（％）1・96・年・965 1970 1975 1980
自　営　業　主
家族従業者
雇　　用　　者
28．　3
73．9
31．1
29．1
75．6
31．7
29．2
76．9
33．2
29．9
79．8
32．0
30．8
81．4
34．5
女子労働比率　　（％）
女子就業者数 （千人） ・本［西ドイ・レ・・カ
（注）
1．　一一rc事務従事者
2．　農業作業者
3．商品販売従事者
4．個人サービス従事者
4813．8　　　（22．50）
2745．8　　　（12．82）
2744．5　　　（12．800）
2244．6　　　（10，50）
53．1
50．6
48．4
64．8
57．6
（9．5）
63．1
55．7
79，9
（15．1）
45．8
61．1
（注）　女子就業者数上位4位の実数とその構成比
出所：表17と同じ
74．2％，30’・一　99人企業53。7％），特に製造業（64．3％の企業）とサービス業（79・3％の企業）
とで著るしい。注意しなければならないのは，そのパートタイム労働者のうち女子の比率が極めて
高く，特に大企業，産業別では製造業と金融・保険業とが高くなっている点である。
　総じて，女子労働力は家庭の中に埋没しているが，その30％ほどが就業し，底辺に家族従業者
とパートタイム労働者として沈澱し，さらに若年層のみの雇用者として低賃金を余儀なくされてい
る。そして，女子就業者中，工業労働者は23％でしかなく，一般事務（22．5），農業（12．8），商
業（12．8），個人サービス（10．5）だけで女子就業者の59％を占める。女子工業労働者では，女
子の職業とも言いうる繊維労働，そして女子比率が50～51％の食品，電気の労働に女子労働力
が集積されている。
　戦後重化学工業化の基軸，鉄鋼に続く自動車・電機の一方の労働者の半数が女子によって担われ
ている点に注目されたい。この点は，後述する，女子労働力を主体とする家族従事者の大宗をなす
農業労働と深く関わるところである。
　ここで，これまで前提としていた，戦後日本資本主義の所有体系＝所有の格差構造の底辺に位置
し，今だ労働力中の10％以上を占める農業の関係を考察せねばなるまい。それでなくては，男子
賃金の50％の水準にある女子賃金のこと，異常な大企業と中小企業との格差のことも充分には理
解しえないと思われる。労働力の構成も，所有の体系の全構造に規定されるからである。さらに，
所有体系の深奥の基礎たる土地所有にまで進むことなくしては，工業労働力の構成分析も単なる資
本制と独占資本主義の一般原理で切りとられ，あまりにも歴然とした欧米との歴史的段階差も看過
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されてしまうからである。
第3章零細土地所有と賃労働
　ここでは，農業労働の基本的規定と，それとの関わりで戦後重化学工業の地域展開に規定される
労働力の諸規定の2点を考察する。
　まず，最初の問題について，基本的な諸指標を挙示しておこう（表18）。
　第1に，すでに指適したように，戦前の20年にほぼ50％であった就業者中の農業就業者は，
表18農業労働の基本規定
1920
　30
　40
　46
　50
　55．
　60
　65
　70
　75
　80
耕地面積
（田畑計）
千ha??????????? ?
??????
34137
37670
36347
34411
30083
26282
23195
21366
農家人口
中の女子
割合　％
農業就業
人口中の
女子割合
52．2
NA
50。9
51．2
51．4
51．7
51．　5
51．3
45．　5
45．　6
53，0
60．4
61．2
62．　4
1）
62．3
??
の
?
?????? ?? ? ??
そのう?
第2種
17．1
21．　6
27．5
32．1
41．7
50．7
62．1
65°1
就業者中
の構成比
51．　2
47．1
41．7
45．2
37．9
30．0
22．　8
17．9
12．6
9．7
????55???
????50???
　2》41．0
49．3
59．1 43．　7
1農家当
りの農業
就業人口
2．86
2．40
2．03
1．　92
1．60
1．50
比較生産
性農業／
製造業
20．2
25．5
22．6
35．8
25．　6
注1）この数値は79年のもの
　　2）基幹的農業従事者中の割合であると同時に71年の数値であるので1～2％低めに表示されている
出所：農林統計協会　『農業白書附属統計表』昭和56年より筆者作成
【表18の付表】
78年基準農業所得と製造業女子生産的労働者賃金の対比
　　　　　　　　　　　　　　　　　　賃金＝年間総賃金　（千円）
農　業　所　得
1196．5
10～99人製造業女
子生産的労働者平
均賃金　　（年額）
1135．2
100～999人
　　〃
1338．7
1000人以上
　　〃
1657．1
企業規模計
　　〃
1295．6
出所：労働省「婦人労働の実情」　農林統計協会「農業白書附属統計表」
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現在の80年には10％を割るに至った。敗戦後の過剰人口を吸収して52年にピークに達した農家
人口も，特に60～65年と70～75年の両期間にそれぞれ4百万人，計8百万人も減少した。80年
現在の農業就業者は，いわゆるサービス部門の雇用者とほぼ同数の697万人となっている。
　第2に，1農家あたりの農業就業者数は，67年を画期として2人を割って，80年には1・5人の
水準に落込んだ。
　第3に，戦前段階の20，30年に45％台であった農業就業人口中の女子の割合は，65年に60
％を越し，80年には62％台になった。
　第4に，特に75年以降，農業就業者中の50才以上の就業者の割合は50％を越え，80年には
59％にまでになっている。この場合，この59％の50才以上層は男・女ほぼ同数である。この
年齢構成の点で言えば，25～39才の基幹的農業労働力では女子労働力が主体をなすことは，第3
の点から言っても当然である。
　第5に，50年を画期として専業農家数を兼業農家数が陵駕し，61年には第2種兼業が第1種の
それを上回り，年には，第2種兼業が，専業と第1種兼業の合計を陵駕することとなった。そして，
80年には第2種兼業が農家総数の65％に達するに至った。
　第6に，第5の点の表現でもあるが，63年に，農家1戸あたりの数値で，農外所得が農業所得を
上回り，69年には，農外所得の労賃収入が，農業所得を上回った。
　第7に，61年に，戦前・戦後を通じて耕地面積はピークに達したが，それ以降，80年まで62．5
千haも減少し，1980年と同水準は落込んだ。いわば，52年の歳月をかけて達成したと同じ面積
を，高度成長期を含むわずか19年の間に廃棄してしまった訳である。
　第8に，以上のこととも関わって，日本農業の主流をなす米の収穫量は，67年に史上最大を記録
表19零細地片私的所有
　　　　　　　　　　　農業従事者1人当たり農地面積（ha）
????????????
（アジア平均）
イ　ギ　リ　ス
西　　ド　イ　ツ
フ　ラ　ン　ス
0．7
0．6
0．7
1。3
1．1
1．7
32．0
9．6
14．1
イ　タ　リ　ア
（ヨー一　mツパ平均）
（アフリカ平均）
アメリカ合衆国
（北アメリカ平均）
（南アメリカ平均）
（オセアニア平均）
ソ　　　　　連
　6．3
　6．4
　9．4
117．7
36．8
22．6
250．4
24．7
出所：FAO「生産年鑑」1978
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して以来，急速に後退している。
　以上の諸点は・戦後・同様に農業労働力の激減した（60～80年にかけて農林漁業の就業者中の
構成比が，14．3％から5．9％へ）西ドイツと比較しても極だったものとなっている。そもそも，
就業者構成比の60年の30％から80年の9．7％への激減も，西ドイツのそれをはるかに陵駕す
るものであるが，同時に耕地面積の激減，1農家当り農業就業人口が1．5人（77年の西ドイツ2．6
人）の水準へ低下したことは，日本の農業が1個の経営体としての実体を失いつつあることを示し
ている。実に，農業自体の危機の規定が妥当する段階に到達したのである。
　同時に，農家所得の中で労賃部分が主流を占めるに至り，第2種兼業が大宗を占めるに至ったこ
と（西ドイツでは，大規模農家の増大と専業農家の主流化という全く正反対の事態の進行）は，日
本農民に半プロレタリア規定を与えることを妥当とする（表20参照）。
　又，この農業解体と半プロ規定の別様の表現が，農業労働力の女子化と老齢化であった。
　以⊥の，悲劇的ともいえる事態は，もはや独占下での農工間格差の増大と農民層の分解，大規模
農家の出現という一般論（西ドイツの事態には妥当するそれ）の枠外にあるととらえることなくし
ては全把握を誤るものと言えよう。この事態の根本的原因は次にある。
　第1に，およそ，欧米諸国には見られないアジア的な土地所有の零細性，それも，農業従事者1
人当り農地面積の点で・アジア平均1・7haにおよばない0．7haの零細土地所有にこそ注意を向
けられるべきである。この水準は，北朝鮮とベトナムと同等の水準であるが，この2国はすでに所
有＝生産の集団化によってこの零細性の枠を破っているのであって，この点でも日本の悲劇の程を
看取されたい。
　そして，この零細土地所有の枠で，世界第2位の集中的な化学肥料の投入と機械化をほどこした
としてとも，大所有を前提とする機械化は論理的にも妥当しえないものにすぎない。
表20西ドイツ農業
専兼別1ha以上経営の構成
　　　　　　　　　　　％
専　　業
1種兼業
H種兼業
75年　　45
80年　　50
75年　　15
80年　　11
75年　　40
80年　　39
年齢構成55才以上
　　（80年）　％
専業経営主　25，1
兼業経営主　29．4
全農業労働力平均
　　　　　　30．4
日本の55才以上農
業就業者の割合
　　　　　　43．7
1経営当りの
労働力
　（77年）
　　　2．45人
陣時雇用蠣
　力を入れた場
　合の1経営当
　りの労働力
　　　2．64
1経営当り　］1農用地面積
平均農用地　1　千ha
　（77年）　　　　（77年）
14．3ha 12215
出所：常盤政治「西ドイツ農業の基本動向と階層分解」『経済』新日本出版1983年2月より作成
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　第2に，製造業の4分の1という生産性格差に示される様に，大陸国家に迫る重化学工業生産力
の穫得という事態は，0．7haの枠に応答的な農工循環を当初から無視するものであったということ
である。
　かくして，この2点を主因とする事態について次の様に言うことができよう。この経営＝生産体
としては解体した1ha内外の土地所有とは，生産＝所有の等式の枠外にあり，それ故，日本の土
地所有はもはやブイクシ・ンと化したのである。ブイクシヨンと化した土地所有が，所有として存
続しているのならそれは自己の力によってではなく国家の力によるものとしなければならない。
　この「零細地片私的所有」こそが生産＝所有等式の全体系の深奥の基礎をなしているかぎり，第
1に，それに応答的な零細所有の大群は中小企業として存命する。そして第2に，それに応答的な
所有権とその意識の体系は，零細な所有意識をこの国の国民の普遍的な意識として（中間層意識の
国民の支配として）押し出すこととなる。さらには，ブイクシ・ンとしての所有を最深の基礎とす
るかぎり，所有意識は，決定的に生産からかけはなれ，一人歩きをはじめる。
　さて，以上の零細土地所有にもとつく農業とその労働力は，次の点で日本の労働力の体系を規定
していく（表21参照）。
　第1に，農業所得は，日本の全所得・賃金体系の最底辺に位置づけられ，製造業賃金の50～60
％の水準に低迷している。そのため，この日本の所得賃金体系の死重として機能している。
表21農工所得格差
1960年
　65
　70
　71
　72
　73
　74
　75
　76
　77
　78
　79
　80
農業所得　　　　　千円
219．2
365．2
508．0
469．　6
585．2
742．0
923．0
1146．0
1155．6
1172．　9
1196．5
1126．7
952．3
製造業賃金を
100とした指i数???????? ???????? ?
男・女賃金格差
42．　8
47．8
50．9
53．4
53．1
53．9
55．　8
56．1
55．　8
56．2
55．0
53．8
出所：前掲『農業白書附属統計表』　『婦人労働の実情』より作成
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　第2に，農業労働の女子化の中で，農業所得は，女子工業労働者賃金と直接に接続するものとし
て現れる。78年基準で，農業所得が1196．5千円に対し女子工業労働者賃金の下層（10～99人規
模企業のそれ）は，1135．2千円とほぼ同額であり，それを底辺として女子賃金の階層が組み立てら
れている。
　農業所得を最下層に，それに接続して女子賃金があり，さらにその上に男子賃金の階層が乗るこ
とになる。
　第3に，女子主体のパートタイム労働者の賃金もこの女子農業労働の農業への寄与率にみあった
女子農業労働時間当り農業所得に引きつけられて現れざるをえない。
　かくして，いわば，日本の格差構造の死重たる地位を農業が占めているのであって，ここを射ぬ
くことによってのみ格差を正確に射ることができうるのである。
　第4に，以上のことのもう一つの証明ともなる，土地所有にみあった賃金の地帯分布のことが挙
示されよう。これは，本章の第2の課題たる重化学工業の地域展開との関係で説くべきであろう。
以下，その点について考察していこう。
　まず周知のことに属するが，第1次高度成長期（55～60年）には，4大工業地帯の発展があり，
それが60年には製造品出荷額全国シユアーの60．5％を占めるに至るが，以降，漸落に転じ，特
に70年代に入るや急速化する。この場合，旧生産集積地の北九州の地盤沈下はすでに55年に開始
される点，55～60年の期間に4大工業地帯の拡大を担つた京浜・阪神の両地帯の低下が60年をピ
ークに開始されるとはいえ，特に京浜よりも生産集積の古い阪神の低下が60～65年の間に著しか
ったことに注目されたい。さらに，65～70年の期間に，特に全国一の東京のシエアーの急落が著
しく，72年には第1位の地位を大阪に譲るに至たり，さらに74年には，京浜内で神奈川にもぬか
れることとなった。
　ここでは，生産・資本の集積地で古い地帯から順にその地位を低下させていったこと，そして，
55～60年の高度蓄積を第1に担った東京が65年以降に急落することを確認されたい。
　次に，それに対して，第1に，中京と東海の一貫した堅調振り，第2に，瀬戸内の確実な増加，
特に70年代に入っての拡大ぶりに注目されたい。この2者はいずれも戦後新規の生産拠点として，
4大工業地帯と伴に太平洋ベルト地帯を構成する。
　第3に，これもベルト地帯の一翼である京浜臨接の千葉・埼玉の60年以降の急旋回ぶりを，そ
して，第4に，その2県の北方に接続する北関東3県の69年以降の急旋回に注目されたい。第5
に，数値は小さいが，近畿圏の滋賀と奈良が70年以降に増加に転じたことにも止目すべきである。
　戦後の高蓄積に新規に参入した中京・東海・瀬戸内の太平洋ベルト構成地の堅実な成長，そして，
60年にピークを迎える京浜に対し，まずその臨接の千葉・埼玉の65年以隆の急旋回，そしてそれ
に続く69年以降の北関東の急旋回，他方，阪神の京浜と同様の60年ピーク以降の停滞の中でよう
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表22製造品出荷額等の対全国比
京
?
阪
北　　九
　小
京　浜
北　　関
東
滋
奈
瀬戸内
大
計
????
　臨　接
　　　東
海（静岡）
　　　賀
　　　良
　　6県
　　　分
1955 1960 1965 1970 1974
??????? ?， ? ??
4
? ? ?
6
???． ????
?
? ??． ． ?????．?
5
?．???????
4
出所：「工業統計表」利用の『立地公害ハンドブック』　1976年より筆者作成
やく69年以降に近接の滋賀・奈良の増加への転化は，次のことを示している。第1に，太平洋ベ
ルトの阪神と京浜を東西の拠点に，それに東海と中京と瀬戸内を新規の拠点に据えて構えた重化学
工業基幹の高蓄積は，65年から内陸進出を開始し，70年代にはさらにその奥へと展開するという
全国土的な拡散形態を伴なったこと。米・ソに互する重化学工業生産力の包摂とは4大工業地帯と
東海・瀬戸内の55～65年の生産拠点13都府県65，656km2（アメリカの国土の0．7％の地域）
に身に余まるものにほかならないこと，さらに，その上に蓄積を重ねる場合，その外延部へと強行
的に拡大せざるをえないこと，の表白である。
　第2に，京浜・阪神から他の太平洋ベルトへ，そして内陸へという拡散，それも55年からわず
か10年で飽和点に達して内陸へという国土を自由に改変する，いやしえることとは，己れの在来
の生産集積を無視した超絶的な重化学工業の強行創出とその展開の表現以外のものではない。
　とすれば，その地域展開とは，重化学工業の移植・創出の論理に応答的に，まずは重化学工業の
基幹素材の鉄鋼と石油を布設し，次に機械4部門，そしてこの機械のうち新鋭であればあるほど太
平洋ベルトからその外延部へと展開・布設されるに相違ない（このより新鋭であればあるほど太平
洋ベルトという軸から外延へと布設されるということは，機械ではICの中・南九州布設，エネル
ギーの原子力発電の福井・福島への集中，超新鋭の炉内容積5千M3級高炉の君津・鹿島・大分へ
の布設などにも示される）。
　まず，50年代の太平洋臨海部の阪神を主軸に，京浜を副軸とする鉄鋼・石油の布設，65年以降
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の，西では和歌山・愛知，東では千葉（他に石油で，山口かから65年に岡山へ）へと拡大した。
　機械は，京浜・阪神・中京を主軸に静岡・広島を副軸に（この後者の本格的展開は65年から）
展開するが，特に関東に注目されたい。第1に一般機械の場合，67年以降，埼玉→茨城・栃木・
長野・新潟→群馬の順に，第2に自動車の場合，65年以降，埼玉→群馬，70年代になって栃木，
74年に茨城へ，第3に電気の場合，65年に茨城，70年に長野・群馬・栃木→福島，73年に福島
から宮城・山形へと，長野・群馬から新潟への展開がなされる。
　阪神地区でも同様に，例えば電気では，67年に京都へ，70年に滋賀へ，74年に奈良へと展開す
るが，量的には関東が大きい。
　ここでは，戦後型産業である自動車と電気とりわけ電気の北関東と南東北中心の進出に注目され
たい。北関東は今や機械工業の一大拠点と化したのである。
　以上の，移植・創出論理にあわせた太平洋ベルト地帯を中心軸にする重化学工業の外延的展開は，
日本の労働力の地帯編成の態様とどのように関わっているのかがここで問われるべきである。その
ことは，前述の土地所有の賃労働に対する規定性の問題に対する解答ともなる（表23）。
　まずは，日本の土地所有の地帯展開に注目されたい。この点は，戦前日本資本主義分析の中です
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4　でに山田盛太郎氏によって手掛けられ，「日本農業における4つの地帯，4つの型」として検出さ
れている。それは，茨城，栃木，新潟より以北と高知，鹿児島を含む東北型と近畿型との対抗を軸
とした零細農耕の規模差を含む半農奴制の差であった。
　この東北型と近畿型は，戦後，半農奴制の崩壊の後にも土地所有の規模格差として再出した。と
いっても，もはや半農奴制の2型でもなく，又，戦前と全く同様の地域としてでもない点に注意さ
れたい。
　まず，1農家当り耕地面積の点で見てみよう。第1に，1ha以上の県は，北海道の6．76　haは例
外として，栃木・茨城・新潟と東北6県の計9県であり，戦前来の姿を示している。第2に，0．8
～0．99haでは，群馬・埼玉・千葉の関東の3県と福井，北九州の佐賀・熊本・宮崎の計7県であ
る。第3に，それ以外の県は全て0・8ha未満であるが，特に関西の6県が平均0．53　haと全国で
最も小規模地域となっている。かくして，土地所有規模上の東北中心の一群と近畿中心の一群の相
違が基本的に再出して，中間に第2の7県が関東と北九州の両翼にひかえることとなった。
　所有規模が相対的に大きいということは，1戸当り収獲量の多さに，それ故，農業所得の多さに
結果し，2種兼業率の少なさに結果する。北関東以北と九州の諸県の農業所得の多さと，2種兼業
の少なさはそのことを物語る。
　そして，農業所得が相対的に多いということは，兼業農家の農家所得中の農外所得＝農外賃労働
の賃金部分を圧縮するという関係をつくり出す。日本の農業と工業との関係は，農業所得の高い地
域では，農業所得が地域賃金を下から支えて高賃金地域となるという一般論は通用せず，農業所得
一集論
?
経一116
表23地帯構成分析（1979年）
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は家計補充として賃金を下方へ引き込む役割しか果しえないからである。
このことは，重化学工業化率35・8％の九州6県（福岡を除く）と重化学工業化率40。8％の東
た場合，歴然とする。通常，重化学工業化率が高い方が労働市場の需要要因は大きく賃金が高くな
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出所：rポケット農林水産統計』r工業統計表・産業編』より作成
るが，日本の場合，上記比較では，逆に，前者で九州が，後者で関西が高いのである。それぞれ，
賃金の低い方はその土地所有規模は大きいのである。
　　　さて，以上のことから，前述の太平洋ベルトを軸とした，特に北関東から南東北にまで達しよう
とする重化学工業の内陸展開は，いわば，土地所有の東北型＝低賃金地帯を求めた展開であった。
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その結果，北関東は今や機械工業地帯（電気・輸送機械では阪神を陵駕）となり賃金も上昇をとげ
たが，在来工業地帯に比しては著しく低い水準にとどまらざるをえないのである。さらに，前章で
問題とした重化学工業内で最も賃金の低い電気機械の場合も，太平洋ベルトから北関東→南東北
・新潟という典型的な土地所有規模の東北型地域への進出ということと深く関わっていることが理
解されよう。
　かくして，歴史的に最も古い労働力集積地であり，特に土地所有規模最小の阪神を最大拠点とし
て出発し，太平洋臨海へと展開する鉄鋼と，これも神奈川，和歌山，山口の0．6haの土地所有を
持つ旧労働力集積地に移植され太平洋臨海に展開する石油・化学を賃金分布の最高限とし，1ha以
上土地所有の北関東・南東北へと展開する電気を最底とする重化学工業の賃金・労働力分布が定ま
る。そして，重化学工業の展開の程度によって一定の変化を持ちつつも，土地所有に規定された，
東北を最底とし，京浜と阪神を最高とし，太平洋臨海を総体として高賃金地帯とする賃金の地帯分
布が定まる。ここでも，企業規模別・産業別・男女間の賃金格差と同様の，東京を100とし，最底
の秋田を49とする巨大な賃金格差が現れる。
　ことわりまでに，土地所有の地帯展開と労働力集積，その上に展開する重化学工業，この3者が
労働力構成とその規定を決定していくことが了解されよう。そして，土地所有は賃労働の存在の死
重たる役割を果しているのである。
最 後 ??
　本稿では，戦後日本資本主義下の労働力の基本規定の分析に限定された。そして，労働力構成の
上で戦後資本主義が移植・創出されたものであること，その移植・創出新鋭重化学工業の支配の下
では，土地所有の関係を低辺とする3層格差と産業別・男女別・地域別の諸格差が現れざるをえな
いことを検出した。
　しかし，上記の限定の下で，労働力の陶治と鍛治，労働力の陣型と配置の問題と種々の詳細な点
の分析は，後来の課題とせざるをえなかったことに留意されたい。
注（1）南克己氏の「戦後重化学工業段階の歴史的地位」（島恭彦他編『新マルクス経済学講座』第5巻，有
　　斐閣，昭和51年）と氏の論理を承認する立場からの拙稿「戦後高度成長の基礎分析」（明治大学『経営
　　論集』第29巻，第2・3号，昭和57年3月）を参照。なお，本稿は，この拙稿に接続するものとして
　　位置づけられる。
　（2）この場合の「1部門」は，再生産表式の1部門のことを示しているものではない点に注意されたい。
　（3）　この点に関して，筆者は鉄鋼自主管理運動に焦点をあてた。戦後労働力統轄機構分析の小論を予定し
　　ている。
　（4）山田盛太郎r日本資本主義分析』岩波文庫，1977年，p．　240参照。
　（5）関西6県とは，大阪・京都・滋賀・和歌山・兵庫・奈良。ここの北関東には埼玉も入れた。
